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要旨 

 

本調査研究は、国土交通政策研究所の「安全に関する企業風土測定ツール」利用により

得られた測定結果及び事故率（安全パフォーマンス指標）などの定量的なデータを用いて、

企業風土と安全パフォーマンスの関係性について分析を行ったものである。 

 

その目的は、大きく分けて以下の 2点である。 

 

(１) 企業風土測定結果と事故率（安全パフォーマンス）の関係性を明らかし、「安全に関

する企業風土測定ツール」を活用することの妥当性を検証する。 

(２) 運輸企業が同ツールで得られた結果のどのような点に着目し、分析及び施策の具体化

を進めていくべきか、ポイントを取りまとめる。 

 

関係性の分析から得られた結果の概要は以下の通りである。 

 

〇 全体的に企業風土測定結果と事故率（安全パフォーマンス）の間に負の相関があり、企

業風土測定結果の改善が安全パフォーマンスの向上につながる。(１) 

〇 特に、教育訓練や現場管理に係る項目に、事故率とのやや強い負の相関がみられ、この

ような項目の充実は安全パフォーマンス向上において重要である。(１) 

〇 企業風土測定結果は「安全理念の浸透、積極心」と「教育や現場管理」の 2つの因子に

大別され、「教育や現場管理」が事故率に対して相対的に影響力が大きい。（１） 

〇 経営者層の安全に対する取組み全般は、マネジメントサイクルの充実や職場メンバーの

積極心の醸成に影響している。(２) 

〇 経営者層が行動見本を示し、「管理者育成（人材育成）」を進めていくことが、教育訓練

や現場管理に影響し、結果として安全パフォーマンス向上に影響している。(２) 

 

 

本調査研究の結果、企業風土測定ツールを活用し、自社の安全への取組みを推進してい

くことに一定の妥当性があることが確認された。 

また、経営者層が安全に対して取組みを充実させていくことは、マネジメントサイクル

の充実や職場メンバーの積極心などに影響を与えるほか、特に経営者層による管理者育成

（人材育成）が教育訓練や現場管理の充実につながり、結果として安全パフォーマンス向

上に影響を与えていることが明らかとなった。運輸安全マネジメントにおいては、経営ト

ップの安全への関与を強く求めているが、これが安全パフォーマンスの向上につながるこ

とがデータからも分かった。 

従って、自社の企業風土測定結果を用いて分析・施策を具体化する際に、現場の取組み

だけでなく、「経営者層は具体的に何をするのか？どのように行動を変えるのか？」という

ことをアクションプランの一つとして盛り込み、実行に移していくことが、企業風土の改

善、安全パフォーマンスに向上を効果的に進めていくために重要と考えられる。 

 

 



 
 

Research on the relationship between corporate culture and the safety performance of 
transport companies 
 
Abstract 
This research analyzes the relationship between corporate culture and the safety 
performance of transport companies through quantitative data analysis, using data 
such as results gathered by the “tool for measuring safety culture of transport 
companies” (hereinafter, “corporate culture measurement tool”) developed by Policy 
Research Institute for Land, Infrastructure, Transport and Tourism, and accident rate 
data (safety performance indicators), etc. 
 
The aims of this research are largely divided into the following two aspects: 
1. To clarify the relationship between the results derived from the “corporate culture 

measurement tool” and accident rates (safety performance), as well as to examine 
the validity of utilizing the “corporate culture measurement tool”. 

2. To advise the key points for transport companies in examining the results derived 
from the “corporate culture measurement tool” and in taking specific measures 
based on the results. 
 

The results of the analysis are summarized as follows: 
(a) Negative correlation is observed between corporate culture and the accident rates 

(safety performance) overall, and the enhancement of corporate culture leads to the 
improvement of safety performance. (1) 

 
(b) Rather strong negative correlation is observed between accident rates and factors 

concerning training and workplace management.  The improvement of such 
factors is important in improving safety performance. (1) 

 
(c) The results of corporate culture measurements are mainly influenced by factors 

relating to the “understanding of safety missions and positive attitudes” and 
“education and training”, and “education and training” have a relatively strong 
influence on the accident rates. (1) 

 
(d) The safety initiatives taken by top management affect the improvement of 

management cycles and the development of positive attitudes among workplace 
members. (2) 

 
(e) Setting a role model of top management and facilitating trainings for managers 

affect the overall training and workplace management, and lead to the 
improvement of safety performance. (2) 

 
 



 
 

Through this research, the utilization of the “corporate culture measurement tool” for 
facilitating safety management in transport companies was confirmed to have certain 
validity. 
 
In addition, safety initiatives carried out by top management affect the improvement 
of management cycles and the development of positive attitudes among workplace 
members, and especially trainings for managers provided by top management enhance 
the overall training and workplace management.  This eventually leads to the 
improvement of safety performance.   
 
The data derived from this research support the importance of the involvement of top 
management in safety initiatives, which is also required by the transport safety 
management policy of the government. 
 
In conclusion, when transport companies examine the results derived from the 
“corporate culture measurement tool” and take specific measures based on the results 
in order to enhance corporate culture and improve the safety performance effectively, it 
is important to take into account the safety measures not only at workplace level but 
also at top management level, and to consider appropriate initiatives taken by top 
management, in developing and implementing an action plan. 
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第1章 調査研究の背景と目的 

 
1.1 調査研究の背景 

 

(１)運輸安全マネジメント制度の経過 

 

 平成 18 年 10 月に導入された「運輸安全マネジメント制度1」は、導入から 8年が経過し

た。本制度は、平成 17 年に各モードにおいてヒューマンエラーに起因するとみられる事

故・トラブルが連続して発生したことを契機として、平成 18 年 10 月に導入された「運輸

安全マネジメント制度」は、運輸事業者に「安全管理規定」の作成・届出、「安全統括管理

者の船員・届出等を義務付けるとともに、経営トップの主体的な関与の下で現場を含む組

織が一丸となって安全管理体制の構築・強化に取り組んでもらい、国がその取組み状況を

確認し、プラス評価や助言を行うことで、安全管理体制を PDCA サイクルによって継続的に

向上させるものである。 

 その後、運輸審議会運輸安全確保部会での審議を経て、平成 23 年 12 月に取りまとめら

れた「運輸の安全確保に関する政策ビジョン」の中で、今後の安全確保政策の方向性とし

て、①中小事業者に対する啓発普及活動の強化、②大手・中堅事業者を中心とした安全管

理の実効性の確保、③マネジメント評価を行う人材の確保及び養成の強化、の三点が示さ

れ、取組みが推進されている。 

 具体的には、関越道高速ツアーバス事故を受け平成 25 年 4 月に策定された「高速・貸切

バスの安全・安心回復プラン」の一環として、平成 25 年 10 月にバス事業者については保

有車輛 200 両以上の事業者が運輸安全マネジメントの義務づけ対象であったのを、貸切バ

ス事業者については全事業者（4,500 者）に拡大した。 

また、平成 25 年 7 月に創設した認定セミナー制度2の活用等による、中小事業者に対する

普及・啓発等も進められている。 

運輸安全マネジメントについては、「国土交通省重点政策 20143」においても「公共交通

の安全・安心の確保は極めて重要な課題であり、保安監査や運輸安全マネジメント制度等

を通じて引き続き着実に推進を図る」と記載されている他、「交通政策基本計画4」（平成

27 年 2 月 13 日閣議決定）において、運輸安全マネジメント評価実施対象事業者数を 2013

年の 6,105 事業者から 2020 年度に 10,000 事業者に拡充、運輸安全マネジメントセミナー

及び認定セミナー等の受講者数は 2013 年度 17,799 人から 2020 年度に 50,000 人に増やす

ことを具体的数値目標として設定し、取り組んでいくことが明記されている。 

 なお、平成 26年度は、運輸安全マネジメント評価が延べ 465 社（鉄道 75 社、自動車 107

社、海運 262 社、航空 21 社）に対して実施されている。 

                                                
1「運輸の安全性向上のための鉄道事業法等の一部改正に関する法律（運輸安全一括法）（平成１８年法律第１

９号）」の施行により平成１８年１０月に導入。 
2 民間機関等が実施するセミナーを国土交通省が認定する制度 
3 http://www.mlit.go.jp/common/001052818.pdf 
4 交通に関する施策を総合的・計画的に定めた政府としての初めての計画。同計画の着実な実施により、我が

国が直面する経済社会面の大きな変化に的確に対応し、将来にわたって国民性格の向上と我が国の発展をし

っかりと支えることができる交通体系が構築されることが期待されている。 
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 運輸安全マネジメント制度については、今後さらに制度の実効性向上を図るとともに、

そのコンセプトを全ての事業者へ普及することを目指すなど、充実強化を図ることとして

いる。 

 

 

(２)国土交通政策研究所の安全に関する企業風土研究 

 

 国土交通政策研究所では、運輸安全マネジメント制度の導入を受けて、輸送の安全確保

のみならず、労働災害等も含めた業務遂行上の安全リスクを組織として管理するノウハウ

（以下「組織的安全マネジメント手法」という）について、広く他の産業分野における取

り組みも含めて調査・分析を行い、その成果を中小運輸企業にも活用されるようにとりま

とめる必要があるとの問題意識から当初、組織的安全マネジメント手法に関する優良事業

者調査を進め、その成果についてケーススタディーとして取りまとめ、公表5を行っている。 

 その後、優良事業者調査を通して得られた知見を活かし、運輸企業が自らの安全に関す

る企業風土を客観的に把握（見える化）するためのツール「安全に関する企業風土測定ツ

ール6」を開発した。2012 年 6 月より自動車、2013 年より鉄道、航空、海運の合計 4 モー

ドのツールを7展開している8。その後、運輸企業における企業風土測定結果のデータやケ

ーススタディーを蓄積し、2014 年 6 月には、「運輸安全シンポジウム－運輸企業の組織的

安全マネジメントへの取組みを企業風土を通じて考える－」を開催し、同ツールを利用し

た企業風土の測定結果を自社の安全への取組みに活かしている運輸企業の事例発表等を行

った。このように同ツールは、運輸事業者自らが自社の安全に関する企業風土を分析し、

より一層の安全の実現に向けて伸ばすべき長所や課題を明らかにし、効果的な施策を立案

するために開発され、利用されてきた。しかし、これまでは測定データの蓄積が少なかっ

たため、企業風土測定結果を向上させることが本当に安全パフォーマンスの向上に結びつ

いているのか、データに基づく検証は行われておらず、ツールの妥当性、有効性の検証が

課題となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
5 国土交通省 国土交通政策研究所「運輸企業の組織的安全マネジメント手法に関する調査研究 －中堅・中小 
事業者の組織的安全マネジメントケーススタディ－」http://www.mlit.go.jp/pri/shiryou/sonota/anzen.html 

6 全 58 項目で構成されるアンケート調査を経営トップから現業層まで社内で実施し、集計することで安全に

関する企業風土を測定するためのツール（第２章で概要を紹介） 
7 国土交通省 国土交通政策研究所「安全に関する企業風土測定ツールの紹介ページ」

http://www.mlit.go.jp/pri/shiryou/anzen_kigyo.html 
8 同ツールの開発経緯については、国土交通省 国土交通政策研究所 国土交通政策研究第 109 号「運輸企業の

組織的安全マネジメントに関する調査研究」を参照。

http://www.mlit.go.jp/pri/houkoku/gaiyou/pdf/kkk109.pdf 
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1.2 調査研究の目的 

 

 本調査研究は、国土交通政策研究所の「安全に関する企業風土測定ツール」利用により

得られた測定結果9及び安全パフォーマンス指標10などの定量的なデータを用いて、企業風

土と安全パフォーマンスの関係性について分析を行うものである。その目的は以下の通り

である。 

 

(１)「安全に関する企業風土測定ツール」の妥当性検証 

 

 同ツールの利用により蓄積された企業風土測定結果と安全パフォーマンスの関係性につ

いて分析を行い、同ツールの有効性、即ち、企業風土測定結果を活用していくことの妥当

性を検証する。また、分析により得られた結果は、同ツールの質問項目の精緻化等、将来

のツールの改良に向けた基礎資料として活用する。 

 

 

(２)運輸企業が自社分析を行うにあたり着目すべきポイントの発見 

 

 企業風土測定結果と安全パフォーマンスの関係性の強弱や項目間の因果関係など、運輸

企業が同ツールを用いて自社の企業風土を測定し、分析を行い、更なる安全に向けた取組

みを検討するにあたって着目すべきポイントを取りまとめる。 

 

 

 

  

                                                
9 自動車モード（トラック、タクシー、バス）の企業風土測定結果を用いる。 
10 本調査研究では、事故率（社内で管理している軽微な事故を含めた事故件数／走行距離（10 万キロ）を用

いる。 
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第2章 安全風土を見える化する「企業風土測定ツール」 

 
2.1 「企業風土測定ツール」の概要 

 
「企業風土測定ツール」は、運輸企業のトップから現場まで所属する全ての方に対し、

全 58 項目で構成されるアンケートを実施し、階層や部門、職種などの属性ごとに集計を

行うことで、自社の安全に対する企業風土を客観的に測定するためのツールである。数値

化することで、他社平均値との比較、階層別や部門別の分析を可能とし、自社の立ち位置

を確認すると共に安全に対する取組において伸ばすべき点や今後の取組課題を明らかにす

ることが出来る。また、継続的に利用することで、経年変化による取り組み成果の効果測

定にも活用出来る。 
アンケートは、安全風土の評価方法に関する既往研究や優良事業者の特徴を参考に作成

された。全 58 の設問で構成され、大きく分けて「領域Ⅰ:トップの価値観・行動の充実と

浸透」「領域Ⅱ:マネジメントサイクルの充実と浸透」「領域Ⅲ:教育訓練の充実」「領域Ⅳ:
現場管理の充実」「領域Ⅴ:職場メンバーの積極心」の 5 つの領域に分類されている。これ

らの設問は、2 点、1 点、0 点、▲1 点、▲2 点の 5 段階で評価し、回答者全員の結果を領

域別、項目別に集計することで、安全に関する企業風土の測定・評価を行う。（アンケート

調査票は、別紙参照） 
 
 
2.2 企業風土測定ツールの利用状況 

 
平成 26 年度の企業風土測定ツールを活用したアンケート調査の利用は、申込みベース

で 56 社となった。平成 22 年から平成 26 年末までの利用は、累計で 154 社 63,892 名11と

なっている。 
 

表 1 アンケート調査利用状況（平成 22 年～平成 26 年末） 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
                                                
11 鉄道モードは、地方鉄道路線を中心に利用されている。自動車モードは、バス（乗合バス事業者が多い）・

タクシー・トラック事業者を１つのモードとして集計しており、大手から中小まで幅広く利用されている。

また、海運は旅客と貨物が約半数ずつであり、航空は航空会社を中心にヘリ事業者も含めて利用されている。 

1,000人未満 1,000人超 合計

社数 15社 1社 16社

人数 2,014名 5,266名 7,280名

社数 80社 13社 93社

人数 19,929名 30,429名 50,358名

社数 25社 0社 25社

人数 2,914名 0名 2,914名

社数 20社 0社 20社

人数 3,340名 0名 3,340名

社数 140社 14社 154社

人数 28,197名 35,695名 63,892名
合計

鉄道

自動車

海運

航空
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2.3 企業風土測定結果と安全の関係の一例 

 
ここで、自動車モードの A 社と B 社を例に、企業風土測定結果とヒアリング等で把握し

た安全の状況について比べてみる。例えば、A 社の場合、各領域の得点（企業風土測定結

果）は他社平均値を大きく上回っている。また、階層間での意識のバラつきが小さく、現

業層まで安全意識が浸透している。A 社は、数年間有責事故 0 件を継続しており、インタ

ビューによると、経営者層が現場とのコミュニケーションを大切にし、自ら積極的に関わ

っている他、教育訓練に対して従業員の参画意欲が高い。一方 B 社は、各領域とも他社平

均値を下回っている。また、特に領域Ⅰ、Ⅱにおいて階層間で捉え方に大きなギャップが

みられる。インタビューによると、安全に関する方針等について現場まで浸透させていく

ことや事故削減に課題を感じている他、上層部は現場を訪れていないとの現場の声もある。 
 このようなケースから、企業風土測定結果と安全について一定の関係12があることが想

定されるが、以降の章では定量的なデータに基づき分析を行う。 
 
【全体】                 【階層別】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 「A 社」の企業風土測定結果 

 
【全体】                 【階層別】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 「B 社」の企業風土測定結果 

  

                                                
12 現業層まで安全理念、方針が浸透し、階層間のギャップが小さいことが、企業風土測定結果を高める上で

重要であるが、これが安全パフォーマンス向上につながっているのかといった関係性 
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第3章 企業風土と安全パフォーマンスの関係性分析 

 
3.1 概要 

 
 本章は、「企業風土測定ツール」の利用を通じて蓄積された企業風土測定結果と各社の協

力により得られた安全パフォーマンス指標（事故率13）（※以降、事故率と呼ぶ）を使用し、

双方の関係性について分析を試みたものである。サンプル数と使用データについては下記

の表の通りである。 
表 2 サンプル数と使用データ 

項目 詳細 
サンプル数 27 社14（自動車モード：トラック、タクシー、バス） 
使用データ ① 企業風土測定結果（企業風土測定ツールを使用） 

② 事故率（10 万走行キロあたり事故件数） 
※事故率は、年度による偏りを可能な限りなくすため、企業風土

測定の直近 3 ヵ年の平均値を使用。 
 
3.2 分析方法と進め方 

 
分析方法は、サンプル数も考慮し可能な限り複雑な分析15は避け、企業風土測定結果と

事故率の関係性の分析、着目すべき点の整理といった趣旨に沿って必要と考えられる分析

方法と進め方を検討した。 
表 3 分析方法と進め方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                
13 事故率は、10 万キロ走行あたり事故件数。（事故件数には、報告義務の無い軽微な事故も含む。） 
14 自動車モードの企業風土測定ツール利用企業は約 90 社存在するが、軽微な事故も社内で全てカウントして

いる企業かつ、事故率の提供に協力いただけること、外れ値を除くなどにより 27 社となった。 
15 例えば、事故率の発生要因は企業風土のみではなく、離職率や走行条件その他要因など多岐に渡ることが

想定されるが、本調査研究では企業風土測定結果と事故率の関係のみに着目した。 

(3)因子分析 (4)因子得点を用いた重回帰分析
・領域Ⅰ～Ⅴまで5つの領域別の企業風土測定結果を用いて因子分析。
・事故率を目的変数、因子得点を説明変数として重回帰分析を実施。

(1)散布図による分析
・企業風土測定結果（全58項目平均値）と事故率の散布図を業態別に作成、分析。
・更に、「都市」「郊外」に分類した上で分析。

(1)領域Ⅰと各領域の関係性（単回帰分析）
・「経営者層の取組みが企業風土測定結果の各領域に対して影響しているのではないか」という因果関係を仮説設定。
・上記により、領域Ⅰ全体の結果を説明変数、各領域を目的変数として、それぞれの組み合わせで単回帰分析を実施。

(2)相関関係による分析
・「都市」に分類されるデータを基に、企業風土測定結果（領域別、項目別）と事故率の相関係数を算出、分析。

(2)領域Ⅰ項目と各領域の関係性(重回帰分析)
・領域Ⅰを構成する「管理者育成（人材育成）」「率先垂範への共感」「安全理念・方針の浸透」の3項目を説明変数とし、領域
Ⅱ～Ⅴの各領域の企業風土測定結果を目的変数としてそれぞれの組み合わせで重回帰分析を実施。

3-3_企業風土測定結果と安全パフォーマンス指標の関係性

3-4_経営者層の取組みと各領域の関係性
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3.3 企業風土測定結果と安全パフォーマンス指標の関係性 

 
(１)散布図による分析 
 
① 単純比較（業態別：トラック・タクシー・バス） 

 
 業態別に企業風土測定結果（全 58 項目平均値）と事故率（10 万走行キロあたり事故件

数）について散布図による比較を行った。単純比較した結果からは、トラックでは一定の

関係性がみられたものの、タクシーやバスでは、ややバラつきがあり、有意な関係性はみ

られなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 企業風土測定結果と事故率（トラック） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 企業風土測定結果と事故率（タクシー） 
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図 5 企業風土測定結果と事故率（バス） 

 
注）横軸に企業風土測定結果、縦軸の事故率という関係から線形は指数減少すると期待さ

れるが、サンプル数が限られていることや、横軸の幅が小さい調査範囲となったので

線形回帰を試みた。 
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② 都市・郊外別比較 
 
１）業態別（トラック、タクシー、バス） 

 
①の単純比較で有意な相関がみられたのはトラックのみであったことから、各業態（ト

ラック、タクシー、バス）を「都市」「郊外」に分類16し、散布図による分析を行った。こ

れは、「都市」の方が「郊外」に比べて事故との相関が現れやすいと考えたためである。サ

ンプル数が限られた中での比較にはなるが、各業態いずれの場合でも「都市」では、線形

に減少し、有意な相関がみられた。一方、「郊外」で有意な相関がみられなかったのは、ト

ラックについては 2 社なので関係を議論することができず、タクシーについてはサンプル

が横軸 0.2 という狭い範囲に集中しているためである。なお、図 7 のタクシーの「都市」

もサンプルが横軸 0.2 の狭い範囲に集中しているが、事故率が鋭敏に反応している点で異

なっている。 
 

【都市】                  【郊外】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 企業風土測定結果と事故率（トラック：都市、郊外別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                
16 都市と郊外の分類について厳密に分類することは困難であるが、事業内容を踏まえた上で、総務省統計局の

国勢調査で用いられる地域区分の基準で、準人口集中地区（3,000 人以上／1 平方キロメートル）を「都市」

としている。（平成 26 年 4 月 1 日時点） 
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【都市】                 【郊外】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 企業風土測定結果と事故率（タクシー：都市、郊外別） 

 
 
 【都市】                 【郊外】 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 8 企業風土測定結果と事故率（バス：都市、郊外別） 

 
 
注）横軸に企業風土測定結果、縦軸の事故率という関係から線形は指数減少すると期待さ

れるが、サンプル数が限られていることや、横軸の幅が小さい調査範囲となったので

線形回帰を試みた。 
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２）自動車モード（トラック・タクシー・バス） 
 

次にサンプル数を多くするために自動車モード全体の企業風土測定結果と事故率の相

関について散布図による比較を行った。分析にあたり、トラック、タクシー、バスは業態

として事故率の水準が異なることから、事故率に係数17を乗じて調整後の事故率を算出し、

分析に使用している。 
自動車モード全体でみても、「都市」では企業風土測定結果が高くなるに連れて事故率

が減少するという傾向がみられた。 
一方、郊外では、単調減少はみられなかった。 

 
【都市】           (n=15)     【郊外】                (n=12) 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9 企業風土測定結果と事故率（自動車モード、都市・郊外） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                
17 国土交通省自動車局「事業用自動車の交通事故の傾向分析(H25)」より、業態別（バス、トラック、タクシ

ー）の平成 23 年～平成 25 年の 3 ヵ年の事故率の平均値を使用し、バスを基準として係数を算出。 
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(２)相関係数による分析 
 

次に(１) ② 2）自動車モード全体の「都市」のデータについて、企業風土測定結果を構

成する各領域の測定結果と事故率の相関係数をみると、全ての領域において負の相関がみ

られた。その中でも、「領域Ⅲ：教育訓練の充実」「領域Ⅳ：現場管理の充実」において、

比較的強い負の相関がみられた。 
 

表 4 企業風土測定結果（領域別）と事故率の相関係数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 次に、企業風土測定結果の全 58 項目の得点と事故率の相関係数をみると、多くの項目

で負の相関がみられ、上位 3 項目（負の相関の強い項目）は、領域Ⅳの「賞罰の効果」「生

活管理・健康管理」、領域Ⅰの「管理者育成（人材育成）」であった。また、負の相関が強

い項目の多くは、領域Ⅲの教育訓練、領域Ⅳの現場管理の充実に関するものであった。 
 

表 5 企業風土測定結果（項目別）と事故率の相関係数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 相関係数
Ⅰ．トップの価値観・行動の充実と浸透 　　-.457

*

Ⅱ．マネジメントサイクルの充実と浸透     -.308 

Ⅲ．教育訓練の充実     -.676
**

Ⅳ．現場管理の充実     -.651
**

Ⅴ．職場メンバーの積極心     -.420 

全体平均     -.741
**

*p<.05，**p<.01

項目 相関係数 領域

賞罰の効果    -.797
** Ⅳ

生活管理・健康管理    -.787
** Ⅳ

管理者育成（人材育成）    -.709
** Ⅰ

積極的な声かけ    -.695
** Ⅳ

新人教育の効果    -.683
** Ⅲ

ﾋﾔﾘﾊｯﾄ、危険予知訓練の効果    -.611
** Ⅲ

事故分析と再発防止教育    -.602
** Ⅲ

事故・災害対応手順の見直し    -.586
* Ⅲ

部下    -.574
* Ⅴ

安全に関するコンプライアンスの浸透    -.561
* Ⅰ

採用への経営者の関わり    -.557
* Ⅲ

親身になった指導    -.503
* Ⅳ

知識・技能教育（定期的教育）    -.501
* Ⅲ

ミーティング（班活動等）の充実    -.482
* Ⅳ

継続的改善    -.480
* Ⅰ

現場情報の活用    -.446
* Ⅰ

現場リーダーの育成    -.439 Ⅲ

安全理念・方針の浸透    -.437 Ⅰ

指導員による指導の効果    -.431 Ⅲ

部署間コミュニケーション    -.406 Ⅱ

取り組み計画の具体化    -.402 Ⅱ

安全目標の設定    -.400 Ⅱ

部署間連携    -.389 Ⅱ

文書・記録の管理・活用    -.379 Ⅱ

終業    -.372 Ⅴ

経営姿勢への共感    -.358 Ⅰ

会議・会合    -.357 Ⅴ

経営者による現場コミュニケーション    -.351 Ⅰ

見直しと次へのアクション    -.348 Ⅱ

計画    -.344 Ⅴ

*p<.05，**p<.01

(n=15)

項目 相関係数 領域
人材確保 -.330 Ⅲ

経営執行の監視（コーポレートガバナンス） -.319 Ⅰ

日々の報告と改善活動 -.316 Ⅳ

先輩 -.314 Ⅴ

出勤 -.308 Ⅴ

約束 -.299 Ⅴ

仕事 -.288 Ⅴ

報告・連絡・相談の環境作り -.285 Ⅱ

問題解決の意思決定 -.268 Ⅰ

上役 -.265 Ⅴ

計画の遂行度合 -.261 Ⅱ

リーダーシップ -.235 Ⅱ

職場環境（仕事面） -.219 Ⅱ

職場の風通し -.215 Ⅱ

現場ﾊﾟﾄﾛｰﾙ・立会の充実 -.186 Ⅳ

報告・連絡・相談の実践 -.176 Ⅱ

報告 -.150 Ⅴ

あいさつ -.149 Ⅴ

改善志向 -.131 Ⅰ

基本行動の指導 -.100 Ⅳ

職場環境（健康面） -.087 Ⅱ

車両・機材 -.060 Ⅴ

安全の理念・方針の理解 -.046 Ⅱ

健康 -.035 Ⅴ

率先垂範への共感 -.031 Ⅰ

職場仲間 -.026 Ⅴ

朝礼の活性化 .036 Ⅳ

職場環境（精神面） .496 Ⅱ

*p<.05，**p<.01
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(３)因子分析 

 
各領域を説明する共通要素（以降、因子と呼ぶ）を抽出した上で、事故率との関係を分

析することを試みた。具体的には、5 つの領域の企業風土測定結果を使用し、主成分解を

初期解としてバリマックス回転する因子分析を行った。（因子の意味を解釈しやすくするよ

うに、各因子の因子寄与がなるべく均等になるようにした。） 
その結果、2 つの因子が抽出18された。第 1 因子は、「領域Ⅱ：マネジメントサイクルの

充実と浸透」「領域Ⅴ：職場メンバーの積極心」「領域Ⅰ：トップの価値観・行動の充実と

浸透」などに負荷が高く、主に安全理念や方針の浸透、職場風土や積極心に係る項目など

で構成されていることから「安全理念の浸透、積極心」と命名した。第 2 因子は、「領域

Ⅳ：職場管理の充実」「領域Ⅲ：教育訓練の充実」などに負荷が高く、現場での教育や現場

管理に係る項目などで構成されていることから、「教育、現場管理」と命名し、図 1119に

整理した。 
 

表 6 企業風土測定結果（主成分解・バリマックス回転後）の因子負荷量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 企業風土測定結果に関する因子分析結果 

 
 
                                                
18 因子分析を「郊外」も含む n=27 で行った場合も、同様の結果が得られた。 
19 図 11 は、「領域Ⅱ、Ⅴ、Ⅰ」「領域Ⅲ、Ⅳ」といった相互に関連性の強い領域を 1 グループとし、それぞれ

を説明するための因子を抽出（因子間は独立）、因子名を命名した上で図に整理したもの。 

 因子1 因子2 共通性
Ⅱ．マネジメントサイクルの充実と浸透 .938 -.062 .884

Ⅴ．職場メンバーの積極心 .936 -.046 .878

Ⅰ．トップの価値観・行動の充実と浸透 .804 .239 .704

Ⅳ．現場管理の充実 .119 .922 .865

Ⅲ．教育訓練の充実 -.046 .936 .878

因子寄与率 2.419 1.790 4.209

寄与率（％） 48.384 35.802 84.185

累積寄与率 48.384 84.185

教育、現場管理

安全理念の浸透、
積極心

領域Ⅲ：教育訓練の充実

領域Ⅳ：現場管理の充実

領域Ⅰ：トップの行動及び価値観の浸透

領域Ⅱ：マネジメントサイクルの充実と浸透.938

.936

.922

.936

第１因子

第２因子

領域Ⅴ：職場メンバーの積極心.804

(n=15)
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 因子得点と事故率の関係を散布図に整理した。第 1 因子（安全理念の浸透、積極心）、

第 2 因子（教育、現場管理）ともに事故率との間に一定の関係性があると考えられるが、

第 2 因子はバラつきも小さく、より事故率との関係性が強いと考えられる。 
 
 【第 1 因子得点】             【第 2 因子得点】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 因子得点と事故率 

 
 
(４)因子得点を用いた重回帰分析 
 
 第 1 因子及び第 2 因子の事故率への影響力について、因子分析で得られた因子得点を用

いて、事故率を目的変数、第 1 因子得点、第 2 因子得点を説明変数とした重回帰分析を行

った。決定係数 R2 をみると、0.646 であり、回帰曲線の精度としてはやや良いと言える。

結果から、第 1 因子及び第 2 因子ともに事故率に影響を与える要因であり、双方の得点を

高めることが事故率の減少に結びつく可能性があると言える。また、標準回帰係数より、

第 2 因子の方が第 1 因子と比較して事故率に対して影響力を持っていると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 12 事故率と因子得点の重回帰分析 

 

第１因子得点

第２因子得点

事故率

－.408*

－.693**

R2=.646**

(n=15)

(n=15)
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表 7 因子得点を説明変数とした重回帰分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 13 回帰式による予測値と実測値 

 
 
 
 
 
 
  

標準回帰係数

第１因子得点         -.408
*

第２因子得点         -.693
**

重相関係数          .804
**

決定係数          .646
**

*p<.05，**p<.01
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3.4 経営者層の取組みと各領域の関係性 

 
まず、運輸安全マネジメントにおいて、経営トップの安全への関与は最も重視されてい

る点であるが、「領域Ⅰ:トップの価値観、行動の充実と浸透」と事故率には有意な相関が

あるものの、他の領域（Ⅲ、Ⅳ）より小さかった。（3.3 (２)参照） 
そこで本項では、領域Ⅰで示される経営トップの安全への関与が、他の領域Ⅱ～Ⅴに影

響し、結果的に事故率に対して影響しているとの問題意識に立脚し、企業風土測定結果に

おける領域Ⅰと領域Ⅱ～Ⅴの関係について分析した。 
 
 
(１)領域Ⅰと各領域の関係性 
 

領域Ⅰの結果が他の領域（Ⅱ～Ⅴ）にどのような影響を与えているのか調べた。具体的

には、「領域Ⅰ：トップの価値観、行動の充実と浸透」の企業風土測定結果を説明変数とし

て使用し、「領域Ⅱ：マネジメントサイクルの充実と浸透」～「領域Ⅴ：職場メンバーの積

極心」までの各領域の企業風土測定結果を目的変数として、それぞれの組み合わせで単回

帰分析を行った。その結果を要約したものが以下の図である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 14 領域Ⅰと各領域（領域Ⅱ～Ⅴ）の回帰分析結果 

 
 結果をみると、「領域Ⅰ→領域Ⅱ」「領域Ⅰ→領域Ⅴ」のケースにおいて回帰曲線の精度

はやや良いと言える。つまり、経営者層の取組み全般は、領域Ⅱにおける安全理念や方針

を理解し、目標を具体化し取り組んでいくという PDCA サイクルや部署間の連携など職場

風土の醸成に影響していると考えられる他、領域Ⅴにおける個々の職場メンバーの積極心

を醸成することにつながっているのではないかと推察される。 
 一方、3.3 (２)で事故率との相関が強かった領域Ⅲや領域Ⅳについては領域Ⅰ全体の結果

との間では有意な関係性がみられなかった。 
 
 

領域Ⅱ:マネジメントサイクルの充実と浸透

領域Ⅲ:教育訓練の充実と浸透

領域Ⅳ:現場管理の充実と浸透

領域Ⅴ:職場メンバーの積極心

領域Ⅰ:トップの価値観、行動の充実と浸透

.610*

R2=.373*

R2=.025

.159

.253 R2=.064

.624* R2=.389*

(n=15)

*p<.05，**p<.01
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(２)領域Ⅰ項目と各領域の関係性 
 

領域Ⅰ全体と領域Ⅲ、Ⅳの関係については有意な関係性がみられなかったが、領域Ⅰの

個別の項目ベースでは影響があるのではないかと考え、領域Ⅰを項目ベースに細分化し、

これを説明変数として設定した上で、「領域Ⅱ：マネジメントサイクルの充実と浸透」～「領

域Ⅴ：職場メンバーの積極心」までの各領域の企業風土測定結果を目的変数として重回帰

分析を行った。説明変数は、領域Ⅰに含まれる項目のうち、「管理者育成（人材育成）」「率

先炊飯への共感」「安全理念・方針の浸透」の 3 項目20とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 15 説明変数として使用する領域Ⅰ項目と各領域の関係 

 
 

表 8 説明変数として使用する領域Ⅰ項目の質問内容 

No. 項目 質問内容 

問 54 管理者育成（人材育成） 私の会社では、管理者の人材育成が重視され、熱心に教

育や指導が行われている。 

 

問 56 率先垂範への共感 私の会社では、経営者層が 社会からの要請や周囲の声

を経営に活かしている。 

 

問 57 安全理念・方針の浸透 私の会社では、経営者層が、安全に関する講演・発表・研

修などの場を積極的につくって、私たちに自らの考え、意

見を伝えている。 

 
 
 

                                                
20 領域Ⅰに含まれる項目数は全 10 項目であるが、多重共線性を考慮し、可能な限り独立性の高い項目を抽出

した。（項目間の相関係数が 0.7 以上の場合には、事故率との相関係数が強い項目のみ残した） 

領域Ⅰ:トップの価値観、行動の充実と浸透

領域Ⅱ:マネジメントサイクルの充実と浸透

領域Ⅲ:教育訓練の充実と浸透

領域Ⅳ:現場管理の充実と浸透

領域Ⅴ:職場メンバーの積極心

・管理者育成（人材育成）

・率先垂範への共感

・安全理念・方針の浸透

説
明
変
数
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領域Ⅲ:教育訓練の充実管理者育成（人材育成）

.611* R2=.373*

領域Ⅱ:マネジメントサイクルの充実安全理念・方針の浸透

.731** R2=.534**

領域Ⅳ:現場管理の充実管理者育成（人材育成）

.699** R2=.488**

領域Ⅴ:職場メンバーの積極心安全理念・方針の浸透

.736 R2=.542**

「領域Ⅱ」を目的変数とした重回帰分析結果

標準回帰係数

安全理念・方針の浸透 .731
**

重相関係数 .731
**

決定係数 .534
**

*p<.05，**p<.01

「領域Ⅳ」を目的変数とした重回帰分析結果

標準回帰係数

管理者育成（人材育成） .699
**

重相関係数 .699
**

決定係数 .488
**

*p<.05，**p<.01

「領域Ⅲ」を目的変数とした重回帰分析結果

標準回帰係数

管理者育成（人材育成） .611
*

重相関係数 .611
*

決定係数 .373
*

*p<.05，**p<.01

「領域Ⅴ」を目的変数とした重回帰分析結果

標準回帰係数

安全理念・方針の浸透 .736
**

重相関係数 .746
**

決定係数 .542
**

*p<.05，**p<.01

 重回帰分析21の結果（当てはまりの悪い説明変数は落としている）を要約したものが以

下の図である。それぞれの分析において当てはまりが良いと思われる説明変数が 1 つずつ

残る結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 16 領域Ⅰ項目と各領域（領域Ⅱ～Ⅴ）の重回帰分析結果 

 
 
 分析結果から、「領域Ⅲ：教育訓練の充実」「領域Ⅳ：現場管理の充実」に対して、領域

Ⅰのうち「管理者育成（人材育成）」が説明力を持っているということが分かった。経営者

層の取組みの中で管理者育成をどのように進めていくかという点が教育訓練や現場管理を

充実させる上では重要ということである。例えば管理者の育成をどのように進めていくか

ということが具体的にプランニングされていることや、経営者層が現場に足を運び、安全

の重要性を現場に伝え、現場の状況を把握するなど、管理者層に行動見本を示し、行動を

通じて管理者育成に結びつけていくといった視点を持つことが必要ではないかと推察され

る。 
なお、「領域Ⅱ：マネジメントサイクルの充実」や「領域Ⅴ：職場メンバーの積極心」

に対しては、領域Ⅰの「安全理念・方針の浸透」が説明力を持っていることも分かった。 
「安全理念・方針の浸透」の質問内容にもある通り、経営者層が自らの考えや意見を伝え

る場を積極的に作って現業層まで安全についてメッセージするという取組みが、安全理念

や方針を企業内部に浸透させ、PDCA サイクルを回していくことの原動力になったり、職

場メンバーの積極心を醸成していくことにつながっているためと考えられる。 
 
 
  

                                                
21 ステップワイズ法により、説明変数を増減させる方法を採用した。 
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第4章 調査研究のまとめと今後の課題 

 
4.1 本調査研究の成果 

 

 本調査研究では、企業風土と事故率（安全パフォーマンス）の関係性について既存の蓄

積データを活用し、分析を試みたものである。分析結果のポイントについて、以下に取り

まとめる。 

 

 

(１)全体的に企業風土測定結果と事故率（安全パフォーマンス）の間に負の相関があり、企業風

土測定結果の改善が安全パフォーマンスの向上につながる 

 

  主に以下の理由から企業風土測定結果と事故率（安全パフォーマンス）の間に一定の関

係性が認められることを確認した。つまり、企業風土測定ツールを用いて企業風土を測定

し、自社の取組みを通じてこれを向上させていくことは、安全パフォーマンスの向上に一

定の有効性があるのではないかと考えられる。 

 

・走行条件が「都市」に分類される自動車モード全体のデータを基に企業風土測定結果と

事故率の相関係数による分析を行ったところ、全ての領域で負の相関がみられた他、項

目ベースでも多くの項目で負の相関がみられた。また、業種別にみても、トラック・タ

クシー・バス全てで散布図による分析で有意な関係性がみられた。 

 

 

 

(２)特に、教育訓練や現場管理に係る項目に、事故率とのやや強い負の相関がみられ、このよう

な項目の充実は安全パフォーマンス向上において重要である  

 

 主に以下のような分析結果から、教育訓練（領域Ⅲ）や現場管理（領域Ⅳ）に係る項目

と事故率の間に、他の領域や項目と比較して相対的に強い関係性がみられた。現業層まで

含めて自社の安全に対する教育訓練や現場管理が「充実している」と感じているかどうか

という点は、自社分析において着目すべき点と考えられる。 

 

・走行条件が「都市」に分類される自動車モード全体のデータを基に企業風土測定結果と

事故率の相関係数による分析を行ったところ、特に「領域Ⅲ：教育訓練の充実」「領域Ⅳ：

現場管理の充実」において負の相関がやや強いことが確認された。 
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(３)企業風土測定結果は「安全理念の浸透、積極心」と「教育や現場管理」の 2 つの因子に大別

され、「教育や現場管理」が事故率に対して相対的に影響力が大きい 

 

 主に以下のような結果から、企業風土測定結果が大きく分けて「安全理念の浸透、積極

心」「教育や現場管理」を表していること、「教育や現場管理」が事故率に対して相対的に

影響力が大きいことを確認した。 

 

・因子分析より、「安全理念の浸透、積極心」（第１因子）、「教育や現場管理」（第２因子）

が抽出された。因子得点を用いて散布図による分析、事故率を目的変数にした重回帰分

析を行ったところ、第 1因子、第 2因子ともに、事故率に対して影響しているという結

果が得られた。 

・因子分析で得られた因子得点を用いて、散布図による分析、重回帰分析などを行った結

果、特に「教育や現場管理」に係る因子が事故率に対してより強く影響しているという

結果が得られた。 

 

 

(４)経営者層の安全に対する取組み全般は、マネジメントサイクルの充実や職場メンバーの積極

心の醸成に影響している 

 

 主に以下のような結果から、経営者層の安全に対する取組みがマネジメントサイクルや

職場メンバーの積極心に影響していることを確認した。 

経営者層の取組み全般は、「領域Ⅱ：マネジメントサイクルの充実と浸透」における安

全理念や方針を理解し、目標を具体化し取り組んでいくという PDCA サイクルや部署間の

連携など職場風土の醸成に影響していると考えられる他、「領域Ⅴ：職場メンバーの積極心」

における個々の職場メンバーの積極心を醸成することにつながっているのではないかと推

察される。 
 また、経営者の安全に対する取組みの中で、領域Ⅰの安全理念・方針の浸透「私の会社

では、経営者層が、安全に関する講演・発表・研修などの場を積極的につくって、私たち

に自らの考え、意見を伝えている。」が領域Ⅱや領域Ⅴに対して強い説明力を持っているこ

とも分析を通して確認された。 
 

・「経営者層の取組みが企業風土測定結果の各領域に対して影響しているのではないか」と

いう因果関係があるという仮説に基づき、「領域Ⅰ：トップの価値観、行動の充実と浸

透」の企業風土測定結果を説明変数として使用し、「領域Ⅱ：マネジメントサイクルの

充実と浸透」～「領域Ⅴ：職場メンバーの積極心」までの各領域の企業風土測定結果を

目的変数として、それぞれの組み合わせで単回帰分析を行った。その結果、「領域Ⅰ→

領域Ⅱ」「領域Ⅰ→領域Ⅴ」のケースにおいて、回帰曲線から一定の説明力があること

が確認された。 
・上記の結果に加え、領域Ⅰを項目ベースで細分化し、3 項目を説明変数として重回帰分

析を行った結果、「安全理念・方針の浸透」が領域Ⅱや領域Ⅴに対して説明力を持って

いることも確認された。 
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(５)経営者層が行動見本を示し、「管理者育成（人材育成）」を進めていくことが、教育訓練や現

場管理に影響し、結果として安全パフォーマンス向上に影響している 

 

 主に以下のような結果から、経営者層の取組みに関する項目の中で「管理者育成（人材

育成）」は、教育訓練や現場管理の充実（領域Ⅲ、Ⅳ）に対して影響していることを確認し

た。例えば、経営者の役割として、管理者の育成をどのように進めていくかということが

具体的にプランニングされていることや、経営者層が現場に足を運び、安全の重要性を現

場に伝え、現場の状況を把握するなど、管理者層に行動見本を示し、行動を通じて管理者

育成に結びつけていくといった視点を持つことが必要ではないかと推察される。 

 

・領域Ⅰに含まれる項目のうち、「管理者育成（人材育成）」「率先垂範への共感」「安全理

念・方針の浸透」の 3 項目を説明変数として領域Ⅱ～Ⅴの各領域を目的変数に重回帰分

析を行った。その結果、「領域Ⅲ：教育訓練の充実」「領域Ⅳ：現場管理の充実」に対し

て「管理者育成（人材育成）」が説明力を持っていることが確認された。 
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4.2 調査研究における今後の課題  

 

(１)教育訓練や現場管理に関するケーススタディーの充実 

 

例えば、企業風土測定結果における「領域Ⅲ：教育訓練の充実」や「領域Ⅳ：現場管理

の充実」の得点が高く、事故率の低い運輸企業は、どのような教育訓練や現場管理を行っ

ているのか、更に現業層までどのように浸透させているのかについて調査を行い、ケース

スタディーとして整理することに加え、運輸企業の安全マネジメントへの取組みに資する

情報として提供していくことが課題である。 

 

 

(２)経年での取組みを通じた安全パフォーマンス改善に関するケーススタディーの充実 

 

 自社の安全に対する取組みに企業風土測定ツールを経年で活用している企業を対象とし

て、どのような施策を通じて企業風土と安全パフォーマンスの改善に結び付けてきたのか

調査し、ケーススタディーとして整理することに加え、企業風土測定ツールを経年で活用

することの有効性についても検証していくことが課題である。 

 

 

(３)企業風土測定ツール利用による更なるデータの蓄積と分析の精緻化 

 

今回の調査研究は、これまでに得られた既存の収集データを活用したものであり、更な

るデータの蓄積による分析の精緻化が課題である。より多くのデータを基に分析を行うこ

とで、今回の調査研究では明らかになっていないアンケート項目間の因果関係などもより

詳細に分析を行うことが可能となる他、アンケートの質問項目の精緻化にも活用できる。 

 

 

(４)鉄道、航空、海運モードにおける企業風土測定結果と安全パフォーマンスの関係性分析 

 

今回の調査研究対象とした自動車モード（バス、トラック、タクシー）に限らず航空や

鉄道、海運など他モードでの分析も行っていくことが課題である。 
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おわりに 

 

 運輸企業において輸送の安全を確保していくことは、最も重要なテーマである。国土交

通政策研究所の企業風土測定ツール利用支援を通じて関わった運輸企業の多くは、「安全に

対する一定の取組みは行ってきているものの、更なる安全の実現に向けてどのように目標

設定し、行動計画として具体化すればよいのか」といった問題意識を持っていた。更なる

安全の実現に向けて、本ツールを活用して「企業風土」という視点から自社の立ち位置を

客観的に分析し、マネジメントシステムや安全に対する取組みを常に見直ししていくこと

は有効な手段ではないかと考えられる。 

 本調査研究については、更なる運輸企業における企業風土の利用促進及びデータを蓄積

しつつ、精緻な分析を行っていく必要があるが、今回の結果が運輸企業における更なる安

全の実現に向けた取組みに資するものとなれば幸甚である。 
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